
「女性の健康についての包括的支援に関する法律」の 

制定を求める意見書 

平成２７年９月、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が成立し、

女性の職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境が整備されることとな

った。 

一方、女性の身体は、人生のライフステージにおいて大きく変化するという特性

に着目すると、現在、女性の健康問題に対する対策は十分であるとは言えない状況

となっている。 

そのような中、本市においては、女性のための健康診断など、健康増進のための

施策を行っている。 

更にその一層の充実のためには、国の制度が必要となることから、国においては、

女性の健康についての包括的支援に関する法律を早期に制定し、女性の健康支援対

策を総合的かつ計画的に推進されるよう、次の事項について強く要望する。 

 

１ 女性の健康についての包括的支援に関する法律を早期に制定し、女性の健康支

援対策の総合的かつ計画的な推進を図ること。 

２ 自らの健康の保持増進に主体的に関心をもてる環境の整備が必要なことから、 

ライフデザインの形成ばかりでなく、社会参加を後押しするキャリアデザインの

形成や女性の健康に係る問題に、的確に対応できるような包括的な支援の実現を

図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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